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会社の体制及び方針 

 1. 業務の適正を確保するための体制 

   内部統制システム構築の基本方針は以下のとおりであります。 

 (1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
① 社長を委員長とし、取締役、執行役員、部長及びグループ会社社長で構成する企業倫理並び
に危機管理委員会を設置し、年間活動計画に基づき、企業倫理と危機管理に係る社内体制・社
内規程等の整備及び運用状況の確認、社員等への教育・啓発活動等を実施する。 

② 企業行動指針として制定した「中央バスグループ企業倫理規範」に基づく教育を実施し、法
令・定款・社内規程等を遵守する組織運営や企業風土の醸成を図る。 

③ 取締役会に直属の部署として「内部監査室」を設置し、各部署及びグループ会社における法
令・定款・社内規程の遵守状況及び危機管理体制（輸送の安全確保を含む）を定期的に監査す
る。 

④ 内部通報制度を設け、当社及びグループ会社における法令違反行為等、企業倫理に反する行
為の未然防止、早期発見及び是正に努める。 

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、これに毅然と
した態度で対応する。 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会規程、稟議規程等に従って議事録、稟議

書、その他定められた文書を作成し、文書管理規程等に基づいて定められた期間保存するなど適
切に管理する。 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
① 各部署及びグループ会社は、それぞれの業務に関する損失の危険の把握、マニュアル等の整
備、経営危機発生時の緊急体制の整備等、危機ごとの対応策及び防止策を、危機管理規程に基
づき講じる。 

② 危機管理規程及び関連する個別規程に関し、企業倫理並びに危機管理委員会において経営環
境等の変化に応じて整備するとともに、運用状況の確認を行う。また、危機管理に関する事項
について、年間活動計画に基づき、社員等に対する教育・訓練を行う。 

③ 輸送の安全確保が事業の根幹であることを公共交通事業者として深く認識し、法令に基づき
輸送安全管理規程等を整備するとともに「輸送安全管理委員会」を設置し、積極的に輸送の安
全確保に取り組む。 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
① 執行役員制度を導入し、経営の意思決定の迅速化と、業務執行の効率化を図る。 
② 取締役会は年４回四半期毎に開催する他、必要に応じ随時開催する。取締役会は経営の基本
方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を取り扱い、的確かつ迅速な意思
決定と職務執行状況の監督等を行う。 

③ 取締役常務執行役員以上の役員で構成される常務会を随時開催し、取締役会の議論を充実さ
せるべく事前審議を行い、重要事項の決定等に反映させる。 

④ また、取締役常務執行役員以上の役員で構成される経営改革会議を随時開催し、経営方針・
事業計画その他職務執行に関する重要事項が円滑に合意できるよう横断的な討議を行う。 

⑤ 効率的な事業運営を行うため、各年度の収支目標や中長期計画を策定し、その達成に向けて
具体的な施策を実行する。取締役は、それらの進捗管理と課題の把握に努め、取締役会等の的
確かつ迅速な意思決定を図る。 

 
(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 
① 企業倫理並びに危機管理委員会において、グループ全体の企業倫理や危機管理の基本的な方
針等を定め、グループ全体における業務の適正を確保する。また、グループ会社においても、
各社社長の権限と責任のもと、｢中央バスグループ企業倫理規範」に基づく教育の推進や社内
体制・社内規程の整備等に取り組む。 

② 当社の取締役常務執行役員以上の役員及びグループ会社の社長で構成される社長会のほか、
業種別に構成される常設の部会、共通の経営課題に関する委員会を随時開催し、グループ会社
の経営上の重要事項等に関して協議及び報告を行う。 

 
 



- 2 - 
 

③ 当社の経営企画室は、当社経営トップの指示のもとで、統括管理部門として関係会社管理規
程等に基づきグループ会社の管理及び指導を行う。グループ会社における経営上の重要な事項
は、グループ会社が、事前に当社経営トップに上申したうえで、必要な手続きを経て実施する。 

④ 当社の役員等がグループ会社の取締役、監査役に就任するとともに、定期的に開催される経
営会議に出席し、職務執行状況の監督等を行い、業務の適正を確保する。 

 
(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制 

当社は、監査役会からの要請により必要に応じてその職務を補助する社員を置くこととし、そ
の人事については、取締役と監査役会が協議し決定する。 

 
(7) 取締役・使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役への報告に関する体制 

取締役は、監査役会に対して、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは
その内容を速やかに報告する。また、取締役、執行役員及びその他の社員は、監査役の求めに応
じて必要な報告及び情報提供を行う。 

 
(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
① 監査役は、取締役の職務執行上重要な会議に出席し、必要に応じ意見を述べることができる。 
② 監査役は、当社の会計監査人と監査情報の交換を行うとともに、内部監査室との連携を図る。 
③ 監査役会は、社長と定期的に会議を開催し、意見や情報の交換を行う。 

 
(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、｢財務報告の基本方針」を定め、財務報告に係る内部統制が有効に行われる体制を整
備するとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を行うことで、
財務報告の信頼性を確保する。 

 
 2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社は、企業倫理並びに危機管理委員会を、当事業年度において合同で２回開催いたしました。
また、両委員会において、企業倫理と危機管理に係る社内体制・社内規程等の整備及び運用状況
を確認し、社員への教育・啓発活動を実施いたしました。 
社員教育については、グループ統一社是「グループ五訓」のもと、各社員が「中央バスグルー

プ企業倫理規範」を遵守し、高い倫理観を持って誠実に行動することとしており、また、具体的
な日常の実践すべき事項として「社員心得 基本10ヶ条」を定め、あらゆる機会を通じて浸透さ
せ徹底を図ることで、社員のさらなる意識向上を目指しております。 
また、内部監査室が、内部監査計画に基づき、各部署及びグループ会社における法令・定款・

社内規程の遵守状況及び輸送の安全確保を含む危機管理体制を監査し、その結果を取締役会、企
業倫理並びに危機管理委員会などに報告しております。 



（単位：千円）

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合　　計

2,100,000 734,307 27,129,336 △ 1,220,737 28,742,906

剰 余 金 の 配 当 △ 144,882 △ 144,882

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,780,793 2,780,793

自 己 株 式 の 取 得 △ 671 △ 671

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － 2,635,911 △ 671 2,635,239

2,100,000 734,307 29,765,248 △ 1,221,409 31,378,146

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

541,575 150,545 692,120 165,845 29,600,873

剰 余 金 の 配 当 △ 144,882

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,780,793

自 己 株 式 の 取 得 △ 671

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

585,877 216,835 802,713 21,755 824,468

585,877 216,835 802,713 21,755 3,459,708

1,127,452 367,381 1,494,834 187,601 33,060,582

連結株主資本等変動計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

株　主　資　本

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

その他の包括利益累計額

非支配株主
持　　　分

純資産
合　計

当 期 末 残 高
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連 結 注 記 表 

 

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 14社 

主要な連結子会社の名称…㈱泰進建設、中央ビルメンテナンス㈱、中央バスニセコ観光開発㈱、 

            勝井建設工業㈱ 

介護福祉事業を営む「マイラシークライフサポート㈱」を、当社及び㈱泰進建設が令和 7年 4 

月 1日付で設立したことに伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

（2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社の数 3社 

主要な持分法適用関連会社の名称…中央バス総業㈱、中央振興㈱ 

（3）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの…時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定 

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

ただし、建設業については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産…定率法 

(リース資産を除く)   ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び

に平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  2～ 6 0 年 

車両運搬具    2～ 1 0 年 

 リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、 

リース期間を耐用年数とする定額法 

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるも

のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく当期負担額

を計上しております。 
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完成工事補償引当金…完成工事に関する瑕疵、補償サービスによる損失に備えるため、過

去の補修費の支出割合により補償見積額を計上しております。 

工 事 損 失 引 当 金…工事損失の発生に備えるため、当連結会計年度末において工事損失

が見込まれ、かつ、その損失を合理的に見積もることが可能な工事

について損失見積額を計上しております。 

役 員 退 職 引 当 金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額  

を計上しております。  

④ 退職給付に係る会計処理の方法 

    退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上

しております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

  各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す 

ることとしております。 

未認識数理計算上の差異の処理方法 

 税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。 

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。 

旅客自動車運送事業 

旅客自動車運送事業に関する収益には、乗合旅客自動車運送事業に関する収益及び貸

切旅客自動車運送事業に関する収益が含まれ、主な履行義務は輸送サービスを提供す

ることで、輸送サービスを完了した時点で収益を認識しております。 

乗合旅客自動車運送事業の内、回数券による収益については、短期間で反復的に利用

されるものを除き、輸送サービスの提供に応じ顧客が回数券を使用した時点で収益を

認識しております。また、定期券に関する収益については、定期券の利用期間に応じ

て履行義務を充足するとし一定の期間にわたり収益を認識しております。 

建設業 

建設業に関する収益には、土木工事及び建築工事が含まれ、主な履行義務は土木建築

工事の請負及び設計監理等で、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益

を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは原価比例法（発

生原価に基づくインプット法）によっております。ただし、契約における取引開始日

から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約に

ついては、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 
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2．会計上の見積りに関する注記 

（1）繰延税金資産の回収可能性    

   ① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 連結貸借対照表計上額 

繰延税金資産 

（繰延税金負債相殺前の総額） 
 1,532,578 千円  

   ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報   

繰延税金資産の回収可能性については、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、

繰越欠損金の重要性を含む要件に基づき企業の分類を決定し、当該分類に応じた将来の収益

力に基づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性を判断しております。また、

将来の課税所得は、事業計画を基礎として見積もっております。 

      主たる事業である旅客自動車運送事業では、昨今の国際情勢から燃油価格や燃油確保の先行

きが不透明な状況が続いており、その動向が事業計画に与える影響が大きいことを踏まえ、

主要な仮定をバス燃料費にしております。バス燃料費の基礎となる軽油使用量はバスの走行

に使用する軽油量に、便数の増減など事業計画の変更による影響を加味した見込みに基づい

ております。また、軽油単価は将来の為替影響や政府の補助による影響を加味した見込みに

基づいております。 

      なお、バス燃料費の見込みには不確実な見積りや仮定が含まれるため、国際情勢の影響など

によりバス燃料費が大幅に高騰する場合には、翌連結会計年度において繰延税金資産の取崩

しが発生し、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

 

（2）工事原価総額の見積り    

   ① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 連結損益計算書計上額 

一定の期間にわたり履行義務を充足し 

収益を認識する方法による完成工事高 
9,973,875 千円  

   ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報   

建設業を営む連結子会社は、完成工事高及び完成工事原価の計上基準として、当連結会計年

度末までの工事進捗部分について履行義務の充足が認められる工事に、主として一定の期間

にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法を適用しております。 

      履行義務の充足に係る進捗度の見積りは原価比例法（発生原価に基づくインプット法）によ

っており、工事原価総額の見積りについては契約ごとの実行予算を使用しております。 

実行予算の策定については、慎重に検討しておりますが、工事の作業内容及び工数等の仮定

が含まれるため、工事契約の変更、悪天候による施工の遅延、建設資材単価や労務単価等の

変動によりその仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降において認識する完成工事高

に影響を与える可能性があります。 

 

3．連結貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額  44,196,363千円 
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4．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 3,146,000株 

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 

1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

令和 7 年 6 月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 

千円 

144,882  

円 

50  令和 7 年 3 月 31 日 令和 7 年 6 月 26 日 

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

配当の 

原資 

1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

令和 8 年 6 月 26 日 

定時株主総会 

普通 

株式 

千円 

173,849 
利益 

剰余金 

円 

  60 令和 8 年 3 月 31 日 令和 8 年 6 月 29 日 

 

5．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については、定期預金及び公社債（投資適格債）等の安全性の高い金

融資産で運用しております。また、一時的な資金調達については、銀行借入（当座貸越契約）に

よっております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

 千円 千円 千円 

受取手形、売掛金及び契約資産 5,899,752  5,899,752  －  

有価証券及び投資有価証券    

 満期保有目的の債券 4,700,741  4,700,718  △23  

 その他有価証券  2,537,444    2,537,444  －  

支払手形及び買掛金 2,924,167  2,924,167  －  

(注)1．現金は注記を省略しております。また、預金は短期間で決済されるため時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。 

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額 231,583 千円）及び関連会社株式（連結貸借対照

表計上額 634,300千円）は、市場価格がないため、「有価証券及び投資有価証券 その

他有価証券」には含めておりません。 

 

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3

つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット 

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。
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①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

 千円 千円 千円 千円 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券  2,537,444  －  －  2,537,444 

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

 千円 千円 千円 千円 

受取手形、売掛金及び契約資産 －  5,899,752  －  5,899,752  

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券 －  4,700,718  －  4,700,718  

支払手形及び買掛金 －  2,924,167  －  2,924,167  

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、レベル 1 の時価に分類し

ております。債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており、

レベル 2 の時価に分類しております。また、金銭信託及び一部の債券は短期間で決済

されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レ

ベル 2の時価に分類しております。 

受取手形、売掛金及び契約資産 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿 

価額によっており、レベル 2の時価に分類しております。 

支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっており、レベル 2の時価に分類しております。 

 

6．賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社グループでは、札幌市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としてテナント

ビルや賃貸土地・建物を所有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 

5,030,885 千円  9,875,444 千円  

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

2. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額

（時点修正したものを含む）または、固定資産税評価額等に基づいて自社で算定した金額

であります。 

      なお、契約により取り決められた一定の売却価額がある場合には、当該売却予定価額を時

価としております。 

 

7．1株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額    12,566円 03銭 

（2）１株当たり当期純利益    1,062円 96銭
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8．収益認識に関する注記 

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報   

収益の種類別、収益認識の時期別の収益の分解と主たる事業との関連は次のとおりであります。 

旅客自動車
運送事業

建設業
清掃業・
警備業

不動産事業
観光関連

事業
その他の

事業
内部取引
消去額

合計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

①収益の種類別

乗合旅客自動車運送事業 17,030,151 － － － － － － 17,030,151

貸切旅客自動車運送事業 948,585 － － － － － － 948,585

土木工事 － 4,165,942 － － － － － 4,165,942

建築工事 － 7,372,813 － － － － － 7,372,813

清掃業 － － 1,210,423 － － － － 1,210,423

警備業 － － 732,249 － － － － 732,249

不動産事業 － － － 32,522 － － － 32,522

スキー場 － － － － 2,030,105 － － 2,030,105

ホテル業 － － － － 276,963 － － 276,963

観光施設業 － － － － 633,941 － － 633,941

その他(観光関連事業) － － － － 171,029 － － 171,029

自動車教習所 － － － － － 566,650 － 566,650

介護福祉事業 － － － － － 315,163 － 315,163

その他(その他事業) － － － － － 430,892 － 430,892

顧客との契約から生じる収益 17,978,736 11,538,756 1,942,673 32,522 3,112,039 1,312,706 － 35,917,434

その他の収益 1,715,622 － － 430,464 32,498 288,430 － 2,467,016

外部顧客に対する売上高 19,694,358 11,538,756 1,942,673 462,987 3,144,538 1,601,136 － 38,384,450

セグメント間の内部売上高
又は振替高

102,560 958,169 1,763,274 356,452 9,889 1,275,682 △ 4,466,029 －

計 19,796,919 12,496,925 3,705,947 819,439 3,154,428 2,876,818 △ 4,466,029 38,384,450
 

旅客自動車

運送事業
建設業

清掃業・

警備業
不動産事業

観光関連

事業

その他の

事業

内部取引

消去額
合計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

②収益認識の時期別

一時点で移転される財 14,790,644 560,911 － 32,522 2,975,288 1,312,706 － 19,672,073

一定の期間にわたり移転
される財

3,188,091 10,977,844 1,942,673 － 136,751 － － 16,245,360

顧客との契約から生じる 収益 17,978,736 11,538,756 1,942,673 32,522 3,112,039 1,312,706 － 35,917,434

その他の収益 1,715,622 － － 430,464 32,498 288,430 － 2,467,016

外部顧客に対する売上高 19,694,358 11,538,756 1,942,673 462,987 3,144,538 1,601,136 － 38,384,450

セグメント間の内部売上高
又は振替高

102,560 958,169 1,763,274 356,452 9,889 1,275,682 △ 4,466,029 －

計 19,796,919 12,496,925 3,705,947 819,439 3,154,428 2,876,818 △ 4,466,029 38,384,450
 

 

 



   ― 10 ― 

（2）収益を理解するための基礎となる情報   

「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 （3）会計方針に関する事項 ⑤ 重要

な収益及び費用の計上基準」に同一の記載があるため、記載を省略しております。 

 

（3）当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報   

   ① 契約資産及び契約負債の残高等 

  顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下の通りであります。 

 当連結会計年度期首 当連結会計年度末 

 

顧客との契約から生じた債権 

契約資産 

契約負債 

千円 

3,158,152 

742,750 

871,681 

千円 

4,653,604 

822,719 

888,798 

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形、売掛金

及び契約資産」、契約負債は「前受金」にそれぞれ含まれております。また、当連結会計年度

に認識した収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた残高は 869,696千円であります。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

      当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は 5,103,743 千円であ

り、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて 1 年から 3 年の間で収益を認識す

ることを見込んでおります。 

      なお、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が 1年以内の契約について注記の対象に含めておりません。 

 

9．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩 し

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩 し

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

997,747

土 地 圧 縮
積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

393,000

配 当 準 備
積 立 金

254,972

そ の 他 資 産
圧 縮 積 立 金

993,739

△ 4,008

△ 4,008

239,767

△ 15,204

△ 16,347

1,142

393,000

ー

　  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  　
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（単位 ： 千円）

株　　主　　資　　本

資　本　金

利　益　剰　余　金

利益準備金

資　本　剰　余　金

資 本 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高 2,100,000

当 期 変 動 額

自己株式

繰 越 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

751,102

△ 770,69019,140,259

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

当 期 末 残 高 2,100,000

別途積立金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

1,902,115

2,046,998

△ 671

当 期 変 動 額 合 計 ー

当 期 変 動 額 合 計 1,921,328

2,046,998

ー

△ 144,882

3,169,53913,800,000

△ 1,142

ー

13,800,000当 期 末 残 高 5,090,867 △ 771,362 23,122,11521,042,375

4,008 ー

ー

1,901,444

△ 671

2,046,998

△ 671

評価・換算差額等

1,109,511

590,399

590,399

株　主　資　本

1,109,511

590,399

590,399

ー

△ 144,882

ー

△ 144,882

21,220,671

株 主 資 本
合 計

519,111

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

519,111

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

ー

△ 144,882

21,739,782

純資産合計

24,231,626

2,491,843

590,399

△ 671

2,046,998

ー

ー

16,347 ー

525,000

525,000

ーー

751,102

そ の 他
資 本 剰 余 金

1

ー

1

資本準備金

751,101

751,101

ー
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ……………移動平均法による原価法

満期保有目的の債券 ……………………… 償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

貯蔵品の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法

…定率法

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

車両運搬具 ～ 年

…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。

…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とする定額法

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

…取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、3年均等償却

…均等償却

引当金の計上基準

…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

…従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（8年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することとしております。

なお、当期末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差

異等を控除した額を超過したため、前払年金費用として投資その他の資産に計上

しております。

…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

50

60

10

2

2

2

　1．

（1）

（2）

（3）

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

役員退職引当金

少額減価償却資産

長 期 前 払 費 用

（4）

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
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重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

旅客自動車運送事業

　旅客自動車運送事業に関する収益には、乗合旅客自動車運送事業に関する収益及び貸切旅客自

動車運送事業に関する収益が含まれ、主な履行義務は輸送サービスを提供することで、輸送

サービスを完了した時点で収益を認識しております。

乗合旅客自動車運送事業の内、回数券による収益については、短期間で反復的に利用されるも

のを除き、輸送サービスの提供に応じ顧客が回数券を使用した時点で収益を認識しております。

また、定期券に関する収益については、定期券の利用期間に応じて履行義務を充足するとし一

定の期間にわたり収益を認識しております。

会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

①当期の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に同一の記載があるため、記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記

取得価額から控除した国庫補助金等の圧縮記帳額

建物 千円

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

土地

ソフトウェア

計

有形固定資産の減価償却累計額 千円

関係会社に対する短期金銭債権 千円

関係会社に対する長期金銭債権

関係会社に対する短期金銭債務

関係会社に対する長期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 千円

営業取引以外の取引高の総額

2,161,149

2,289,341

3,661,997

42,068,624

273,308

8,009

858,318

（1）

　繰延税金資産
　（繰延税金負債相殺前の総額）

貸借対照表計上額

1,106,315千円　

6,007,182

　4．

349,804

（5）

226,898

（3）

542,355

　3．

（1）

（2）

898,772

135,729

17,260

39,575

2．
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株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数　普通株式 株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

未払事業税 千円

未払費用

退職給付引当金

役員退職引当金

有価証券評価損

繰越欠損金

減損損失

資産除去債務

関係会社支援損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

前払年金費用

土地圧縮積立金

その他資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

関連当事者との取引に関する注記

子会社

役員の兼任等

　　　　　　　 所等の賃貸、同社所有地の賃借

（注）1. 取引条件及び取引条件の決定方針等

    スキー場及びホテル施設の賃貸料については、総原価を勘案した上で合理的に決定しております。

　　　2. 取引金額には消費税等が含まれておりません。

売掛金 445,498

100,000 観光関連事業

△ 14,623

　5．

21,605

　6．

24,120

644,094

取引内容

スキー場
及びホテル
施設の賃貸

関係内容

事業上の関係：スキー場施設、ホテル施設、事務

資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

千円

248,502

553,745

107,782

50,696

711,996

98,396

256,926

1,106,315

116,180

514,809

2,456,259

△ 1,349,944

期末残高

千円 千円

　7．

△ 488,772

△ 10,286

△ 1,078,290

△ 454,860

△ 109,747

28,024

（1）

％

取引金額 科目
会社名

（住所）

中央バスニセコ
観光開発㈱
（ニセコ町）

直接100
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役員の兼任等

事業上の関係：施設、事務所等の賃貸

　　　　　　　施設管理業務の委託

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    貸付金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注）2．短期貸付金に対し、当期において79,469千円の貸倒引当金繰入額を計上し、引当金の期末残高は、250,000千円

　　　　 となっております。

役員の兼任等

事業上の関係：施設の賃貸

　　　　　　

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    貸付金の利息については、財政支援のため無利息としております。

（注）2．長期貸付金に対し、当期において123,961千円の貸倒引当金繰入額を計上し、引当金の期末残高は、123,961千円

　　　　 となっております。

役員の兼任等

事業上の関係：施設の建築

　　　　　　　事務所等の賃貸

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　資金の借入については、連結経営上、グループとしてのリスク管理の向上及び経営効率化を図るため、当社で

　　グループ各社の余剰資金を集中し、一元的に管理・運用するためのものであります。

　　なお、借入金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

―

940,000

千円

期末残高

期末残高

千円 千円

50,000 観光関連事業

資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

取引内容 取引金額 科目 期末残高

千円 ％

科目取引金額

資金の貸付

貸付金の
返済

250,000

利息の支払 5,103 ―

千円

長期借入金
㈱泰進建設
（滝川市）

取引内容 科目取引金額

千円

152,000

関係内容

直接100

％

建設業
不動産事業

事業の内容
議決権等の
所有割合

資金の借入

借入金の
返済

200,000

700,000

短期貸付金 250,000

利息の受取 733
未収金

受取利息
170

190,000

会社名
（住所）

資本金

会社名
（住所）

マイラシーク
ライフサポート㈱
（札幌市中央区）

関係内容

千円 千円

10,000 介護福祉事業
直接50
間接50

資金の貸付 150,000 長期貸付金 150,000

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

取引内容

砂川ハイウェイ
オアシス観光㈱
（砂川市）

千円 ％

直接90
間接10

関係内容
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関連会社

役員の兼任等

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社は中央バス総業㈱の発行済株式総数の24％を所有しておりますが、会社法第308条第1項の規定により、議

（注）2．決権を有しておりません。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

役員

役員の兼任等

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社取締役杉江俊太郎氏が議決権の過半数を保有しております。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 銭

１株当たり当期純利益 銭

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

117,819関係内容

取引金額 科目 期末残高

千円

取引内容

物品販売業
直接37
間接 2

車両燃料
等の購入

1,149,268 買掛金

（2）

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合

中央バス総業㈱
（札幌市中央区）

千円 ％ 千円

40,000

（3）

種類
会社名
(住所)

議決権等の
被所有割合

取引内容 科目 期末残高

役員が議決権の過半数
を所有している会社等

杉商㈱
(小樽市)

％ 千円 千円

直接 1 

車両燃料
等の購入

取引金額

　9．

432,108 買掛金 40,054
関係内容

　8．

（1） 8,362 円 95

（2） 706 円 46
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